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はじめに

本稿では韓国勤労基準法(1953年 法)の 特質を各国の立法例 に照 らして明 ら

かにし,そ のような特徴が如何 なる経緯 によって作 られたかを歴史事実に即 し

て検討 してみる。勤労基準法の意義を雇用制度形成史の視点から再吟味するこ

とがそのねらいである。

制定当時の勤労基準法は,先 進各国に引けを取 らない高い労働基準を誇って
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はいたが,当 時の疲弊 した韓国経済の現実とかけ離れた理想論に過ぎず,実 際

はほとんど機能 しなかったといわれている。そのようになった理由は,こ の法

が,当 時の雇用現場の実態を十分考慮することなく,ひ たす ら先進各国法 とり

わけ日本の労働基準法(1947年)を 手本にして制定 されたか らである。そ して

1961年 の改定で労働基準が一部引き下げられたことと,1960年 代から経済開発

によって経済水準が上昇 したことで,法 と現実のギャップが漸 く縮 まりはじめ

た。1953年 勤労基準法に対する通説的イメージは恐 らく以上のようなものであ

ろう。1)そ れでは,有 名無実 とされる同法を本稿であえてとりあげる理由は何

か。以下ではそれに関わる論点をい くつか提示 しておく。

第一 に,同 法が日本法を参照 して起草されたことは,双 方の章立てを見比べ

るだけで明 らかである。 とはいえ,そ れだけを強調すると,も う一つの側面,

即ち同法 には,他 国の立法例 に広 く当たっても類似例を見つけにくいユニーク

な条項がい くつ もある,と いう事実に正当な注意を払わな くなる。韓国内の労

働プロパーの問ですら,そのユニークさに気づ く人は案外少ないように見える。

例えば年次有給休暇とい うのは各国に広 く見 られるが,月 次有給休暇を設けた

のは韓国だけである。週休 日を有給休日にしたの も立法例 としては珍 しい。1961

年の法改定はかな り部分的なもので,韓 国的特徴 を示すそれらの条項に大幅な

変更はなかった。近頃もそ うした条項の一部が新たな争点 として注 目を集めて

いる。解雇制限条項 をめ ぐっては,1996年 末にその改定に反対するゼネス トが

起 きている。かのアジア通貨危機に襲われた1997年 末には,IMFが 救済金融

の条件 として解雇制限条項の緩和 を迫ったこともある。また近年の労働時間短

縮 をめ ぐる労使政問のや り取 りにおいては,法 定有給休 日や休暇の日数が多す

ぎるとの不満が経営側か ら出ている。 こうしたユニークな条項は外国立法例か

らス トレー トには生 まれてこない。なんらかの韓国内事情によってそのような

形 になったと考えるしかない。同法を構成する無数の輸入部品とは違って,そ

1)韓 国 の著名な労働法学者,金 燗培(1982),(1999)の プロローグ部分をみよ。 日

本法参照説については,労 働法の起草 に関わったキーパーソンの一人,李 恒寧(韓

国労働法学会)を 参照。
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れこそ国内の実態 とつながる数少ない糸口なのである。本稿ではそれを巡って

見たい。

第二に,勤 労基準法には本来,雇 用 ・労働条件におけるナショナル ・ミニマ

ムの保障という性格がある。法的水準以下の実態が広 く存在するのに,国 家が

それを放置 しているとすれば,法 が機能 しているとはいえない。但 しそうした

状況は何 も1950年 代に限った話ではない。程度の差 こそあれ,経 済開発がすで

に軌道にのった1970年 代 にもそうした事例 は珍 しくなかった。2)だ か らといっ

て,韓 国の勤労基準法は制定から20,30年 間も,無 意味な存在であ り続けたと

いえるだろうか。本稿ではやや違う視点 を取 り入れてみたい。即 ち1953年 法の

高い労働基準 には,労 働条件の相対的に良好な一部大企業において先駆的に形

成 された雇用慣行が投影 されてお り,法 の成立によって今度はそのような雇用

慣行の確定及び普及が促 されたとみる。 もちろん法制定以降も永 らく,そ こに

到達できたのは,企 業の支払い能力や労働運動の存在 など,恵 まれた条件 にあ

る一部職場に限られていた。 しかし重要なのは,与 件 さえ整えば目指すべ き雇

用制度像は既に確定 されていたということである。同法はナショナル ・ミニマ

ムとしてではな く,目 指すべ きナショナル ・スタンダー ドを示す旗印 として機

能 したとい う立論である。

第三に,本 稿では,勤 労基準法の意義を,1945年 解放を起点 とする雇用慣行

の変化 に関連づけて考えようとする。雇用現場の実態変化といえば,前 掲通説

でわかるように,1960年 代以降の経済成長 との関連で議論される傾向が強い。

しか し例 えば一 日8時 間労働制 とか,週 休制のような,今 日では当た り前の慣

行がいつ頃作 られたかを問うてみれば,解 放を起点にして起きた変化の重要性

に気づ くはずである。1953年 労働法の成立過程 を分析 した金三沫の研究は,こ

うした解放局面の遺産に目を向けた数少ない労作 の一つであるが,分 析対象が

集団的労使 関係関連の3法 に限 られ,勤 労基準法が抜けている。勤労基準法は

2)例 えば全泰費の焼身自殺事件を想起するだけで十分であろう。韓国労働運動史上

の分水嶺として記録されたこの事件は1970年 に起きており,氏 は勤労基準法以下の

実態を放置する当局に抗議していた。
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職場 の雇用慣行により直接につながる法であ り,集 団的労使関係法をのみ扱 う

ときよりは,基 層労働者の顔をもう少 し具体的に浮かび上がらせることができ

ると考える。但 し,法 制定をめぐる政治力学や背景 は労働4法 とも変わらない

ので,そ れに対する分析 は金三沫に譲ることにし,こ こでは,前 記の韓国的特

徴 を示す条項のルーツ探 しに重点を置 く。

1国 際比較で見た勤労基準法の特徴

〈表1>で は,1953年 勤労基準法において韓国的と思われる条項を選び出 し,

立法の時点で参照 されたはずの諸国の事例 と比較 してみた。以下順番に考察 し

てみよう。

【解雇等の制限】 韓国法の②業務上の負傷による休職期問及び女性の産休

期間などにおける解雇禁止は,書 き写 したともいえるほど日本法に似ている。

しか しこれは特別な期間に限定した解雇制限であって,一 般的解雇制限を定め

た①正当な理由のない解雇など懲罰禁止の部分は日本法には見 られない。米国

にもそのような法的制限はない。ただし労働協約の多 くは解雇の要件 として「正

当な理由(justcause)」 を要求 している(日 本労働協会p197-198,中 窪p274>。

【労働時間】 日本の場合,基 準労働時間を当時のILO基 準を遙かに下 回

る水準,言 い換 えれば1919年 水準(ILO条 約1号)に 設定 している。 日本経

済は他先進国に比 して疲弊 し立ち後れているというのが,基 準 を低 く設定した

ときの主な論拠であった(寺 本p216)。 米国の公正労働基準法は最長労働時間

を定めず,ILO基 準 と同 じ週40時 間を超える時間外労働に対 して賃金割増率

50%を 決めている。割増賃金 さえ払えば,法 律上は何時間働かせて もよいとい

うわけである(中 窪p237)。 韓国の場合,基 準労働時間は日本 と同 じで,時 問

外労働の賃金割増率だけが米国並の高い水準になっている。労働時間短縮 より

賃金増額を優先する傾向が窺われる。

【休 日 ・休暇】 まず先進各国の標準 といえるILO基 準 を見 ると,無 給の

週休 日と有給年次休暇 を二本柱 としている。 日本の労働基準法制定過程でも
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1LOi基 準は強 く意識 されてお り,年 次休暇面で一部ILO基 準に達 しない部分

を残 しつつ も,前 記の二本柱 はそのまま持ち込 まれている(中 山p76,寺 本

p249)。 米国の場合はこの分野で法的規制はなく労働協約がその代わ りを勤め

〈表1>労 働条件規制基準の国際比較

韓国勤労基準法

(1953年)

日本労働基準法

(1947年)
米国の法と労働協約 ILO基 準

【解雇等の制限】①正当な 【解雇制限】業務上 【解雇制限】大半の労 ①基準労働時
理由のない解雇,休 職…… の負傷による休職期 働協約が 「正当な理由 聞は,週40時

その他懲罰の禁止 ②業務 間などでは解雇禁止 (justcause)」 の 存 間(1935年,

上の負傷による休職期間な 【労働時剛 基準労 在を解雇の要件と定め 条約47号)
どでは解雇禁止 働時間は日8時 間, てい る 。 ②無給の週休

【労働時間】基準労働時間 週48時 間。時間外労 【労働時剛 公正労働 制:工 業部門
は 日8時 間,週48時 間 。 時 働の賃金割増率は 基 準 法(FLSA,1938 に は1921年 か

間外労働の賃金割増率は 25% 年)は 週40時 間(1940 ら(条 約14号),

50% 【休日 ・休暇】①無 年以降)を 超える労働 商業や事務部

【休日・休暇】①有給週休 給週休日 ②祝祭日 時間に対して50%の 割 門 に は1957年

日(=定 休日)② 法定休 については休日と明 増賃金の支給を義務づ から適用(条

日は有給休日 ③有給月次 示せず ③有給年次 けているだけである。 約106号)

休暇(毎 月1日)④ 有給 休暇(ILO条 約52号 【休 日 ・休 暇】 戦 後, ③有給年次休

年次休暇(最 低日数は皆勤 水準に満たない。例 労働協約の一般的相場 暇(最 低6日,

者が8日,9割 以上精勤者 えば,休 暇を与える と して,① 日曜 日や 16歳未満は12

が3日 。勤 続1年 で1日 の 前提条件として,8 土曜日労働に対する賃 日,勤 続年数

割合で増加。最高義務日数 割以上 出勤 とい う 金割増率を協定するこ に応 じて日数

は年20日 ま で)以 上,年 次 「精勤」条件を付け とで,事 実上は週休制, を増やすよう

休暇は,ILO条 約52号 水 加 えた 。 また16歳 未 さらに週休二日制の運 勧告)

準に満たない。⑤女性の有 満者の最低日数が6 用。但し無給。 ②祝

給生理休暇(毎 月1日),お 日に止まるなど。年 祭日(10日前後が相場)

産前後60日 の有給生理休暇, 次休暇日数は勤続1 を有給休日とするのが

日2回30分 ずつの有給授乳 年につき1日 の割合 一般的 ③有給年次休

休憩時間 で増加。最高義務 日 暇(勤 続1年 で1週,

【解雇者への支給】①平均 数 は年20日 まで 。) 2年 で2週,5年 で3

賃金の30日 分。②勤続1年 【解雇予告】30日 前 週,最 長 は4～6週 で

以上は1年 につき30日 分ず に予告する義務。予 多様である)④ その

つ加算。勤続10年 以上は10 告 なしの場合は30日 他,私 用や病気などの

年を越える勤続年数1年 に 分の平均賃金を支給 休暇は無給が多いが,
つ き60日 分 ず つ加 算 。 しなければならない。有 給 も一 部 あ り。

出所:各 国法や条約,寺 本広作,中 窪裕也,日 本労働協会



158 商 学 討 究 第52巻 第2・3号

ている。土曜 日や日曜 日については時間外賃金割増率を公正労働基準法の基準

より高 く設定することで事実上の休 日にしている所が多い。もちろん無給休 日

である。有給年次休暇 も労働協約で定めてお り,事 例によって多様ではあるが

標準的相場からして日本より高い レベルにある(日 本労働協会p184-189)。 法

律による直接規制 を避け,労 使のヴォランタリーな交渉に任せる部分 をで きる

だけ広 くとっておくのが米国流といえよう。 もちろんそれは,集 団的労使関係

法を通 じて団体交渉が積極的に支えられていることと対応 しているが。

韓国の場合は次のような特徴が確認できる。第一に,休 日や休暇のほぼ全て

を有給にしている。法定休 日(=国 の定める祝祭日)は 他国でも労働協約など

によって有給休 日になっていることが多い。韓国の特徴は国家がそれを直接定

めたことであり,さ らに週休 日を有給 にしたのは他に類を見ない。3)女性の生

理休暇や出産休暇などについては,生 理休暇 というのがそもそも日本生 まれの

発想なので,日 本法の影響を強 く感 じさせる。韓国法の特徴はそれをすべて有

給 にしたことである。第二に,有 給休暇 を月次休暇と年次休暇の二本立てにし

ているのが特徴的である。両方を合計 した有給休暇の最高 日数を年20日 までに

しているのは日本法の相場に一致 している。また年次休暇付与の要件 とされる

「1年 問の精勤」 という条件 も日本以上 に厳 しい。以上,有 給休暇は トータル

日数面で 日本 より多 くはない。特徴 として目立つのは,月 次休暇というユニー

クな発想だけである。

【解雇者に対する支給】 勤労基準法第28条 は事実上の退職金,し かも累進

3)1953年 法 の条文そのものは,週 休 日を有給にするか どうかが必ず しも明確 ではな

い。同法第45条 は,第1項 で1週 間に平均1日 以上の休 日を与えなければな らない

とし,第2項 で定休 日や法定休 日を 「賃金算出上の勤労 日」,即 ち有給休 日と認め

る としている。第1項 で規定 した週休 日が第2項 でいう定休 日に含まれるかどうか

がここで問題 となる。 しか し同法案の国会審議では週休 日を含む定休 日を有給にす

るとい う趣旨が明確になってお り,立 法主体の意図を疑 う余地はない(国 会速記録,

第15回,51号p5-7)。 また法成立後 は保険社会部長官の例規通牒が,週 休 日は

定休 日に含まれる と,明 確な解釈指示 を出 している(労 第320号,1953.10.28,金

文永p144-145に 収 録)。 また1961年 の 同法改定では,週 休 日を有給休 日にするとい

う意味が,条 文修正によってもっと明確 になった。
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的に増加する退職金の支給 を命 じている。日本法の場合,解 雇予告なしの場合

に限って賃金1ヶ 月分の解雇手当支給が義務づけられているに過ぎない。日本

では戦前 に 「退職積立金及び退職手当法」(1936年)が あったが,「 厚生年金保

険法」(1944年)に 吸収 される形で廃止された。戦後復活 した退職金制度は主

に労働協約に依存 している。

まとめてみよう。1953年 の勤労基準法は通説通 り日本の労働基準法の強い影

響を受けているが,ユ ニークな条項 もい くつかある。韓国法の最低労働基準が

日本法のそれより高 くなったのは,主 としてそれらの条項のお陰である。その

一部は
,他 国では立法ではなく労使間の交渉に任 されている事柄である。 また

月次有給休暇のように,発 想そのものがユニークな条項 もある。そうした内容

は他国立法例の単純参照によって生まれたとは考えに くい。韓国内の何かの事

情 によって出てきた可能性が高い。

皿 立法過程

1.労 働者保護法の前史

労働条件の最低基準 を定める労働者保護法の前史は,日 本の植民地支配期に

公布された朝鮮鉱夫労務扶助規則(1938.5)や 工場就業時間制限令(1939.8)

に遡ることがで きる。 日本本土 と違って朝鮮では,植 民地的工業化の本格化 し

た1920年 代以降 も,工 場法のない状態がつづいた。前記の2法 は何れ も植民地

末期に公布 されてお り,朝 鮮民衆を国家総動員体制に組み入れる政策手段の一

つであった。ただし労働行政による監督体制を欠いたこれ らの法が現にどれだ

け機能 したかは疑わ しい(宣 在源p211)。 またそこで定める労働基準 は後の勤

労基準法のそれよりかなり低 く,両 者の問に直接の連続性を認めることは難 し

い。植民地期の遺産として注 目すべ きはむしろ,大 企業基幹従業員の相対的に

高い労働条件の方である。

解放後,米 軍政期の労働者保護法 としては児童労働法規(法 令112号,46.9.18)

や最高労働時間(法 令121号,46.11,7)を 挙げ られよう(金 姻培,1982)。 そ
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のうち児童労働法規は韓国の実態に合わないとの反発が強かったため,一 部条

項の施行が延期された後,韓 国人で構成 される過渡立法院で制定された未成年

者労働保護法(1947.5.16)に 取 って代えられた。同法規はそもそも北朝鮮側

の労働改革を意識 して作 られた拙速法であ り,軍 政当局はその実施にさほど熱

心ではなかった(Meacham,p12,Earl,p19-21)。 最高労働時間法令 も事情

は似 ていて,現 にどれほど機能 したかは疑 わしい。4)と はいえ,労 働条件規

制の戦後的水準がはじめて法制化 されたことは意味がある。そこから,後 の勤

労基準法に直接つながる部分 も少な くないからである。

2.立 法プロセスの概要

勤労基準法を含む労働諸法の制定プロセスを 〈表2>で は3時 期 に分けて整

理 している。第1期 には,建 国早々,政 府社会部労働局がイニシアティブをとっ

て労働諸法の草案を作成 し,政 府内調整をへて国会に提出又は提出待 ちの段階

まで運んだ。 しか し朝鮮戦争の勃発か ら国会機能が正常に戻るソウル再奪還 ま

で,立 法の流れは停止 してしまう。第2期 の動 きは,大 韓労総出身の国会議員

が労働組合法案 を提出したことで始まった。政府もそれに対抗 して法案を提出

し,双 方の案は国会社会保健委員会の審議に回付 された。社保委では双方の案

を共に破棄する代わ り,双 方を折衝 した とはいえ,相 対的に独 自の体系を持つ

社保委代案が作成された。 この案がほぼそのまま本会議 を通過するので,社 保

委代案の作成は集団的労使関係関連法の立法過程において最大の山場であった

といえる。また最初に法案 を提出し立法のきっかけを作ったのは大韓労総系議

員であったが,社 保委代案作成にリーダーシップを発揮 したのは社保委委員長

の金用雨であったことも注 目される。

こうした立法主導権の変化は,第3期 の勤労基準法の立法過程によりはっき

り示 される。 まず注 目されるのは,僅 か数 日の差とはいえ,金 用雨案が大韓労

4)韓 国 労 総(p260),

7.28)

『東 亜 日 報 』(47 .5.29,6.28,7.9,47.11.6,11.8,49.
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〈表2>労 働4法 の立法プロセス

集団的労使関係関連の3法 勤労基準法

第1期 49.1末,労 働組合法,利 益均露法の草案 49.1末,労 働 基 準 法 の 草 案

48.8韓 国 政 作成完了(社 会部労働局) 作 成完了?(社 会部労働局)

府 樹 立 ～50, 49.5末,労 働組 合 法,法 制処 回付 予定 49.5.31勤 労 基 準 法 案 の 法 制

6.25朝 鮮 戦 49.5.31労 働 調 停 法 案 の 法制 処 回 付 処回付

争勃発 50。2.24労 働 調停 法 案,国 務 会 議 を通 過 50.2.24労 働 基 準 法 案,国 務

50.2.28労 働 組 合 法 案,国 務 会 議 に上程(予 会議を通過

定)

50.3(18日 以前),労 働調 停 法 案,国 会 に

上程 ⇒会期終了により廃案

第2期 51.4,28労 働組 合 法 案(趙 光 ソ プ ・林 基 奉

51.3.14ソ ウ 議員案)の 国会上程

ル再奪還 51.6.8政 府 案(労 働 組合 法 案,労 働 争 議

調整法案)の 国会上程

51.1国 会社会保健委員会において,労 働

3法(労 働組合法,労 働委員会法,労 働争

議調整法)の 社保委代案作成が事実上完了

第3期 52.11.4労 働3法 の 社 保 委代 案 が 同 委 員 会 52.2.25金 用 雨 議 員 案 の 国 会

を通過 提出

労働3法 案の国会本会議審議開始から通過 52.3.3林 基 奉 議 員 案 の 国 会

労働 組 合 法 案(52.12.22～53.1.23) 提出*

労働 委 員 会 法 案(53.2.27～2。1) 52.7.29政 府案 の国 会提 出

労 働 争 議 調 整法 案(53.1.24～2.1> 52.12.20国 会 社 保 委 二林 基 奉

案,政 府案を破棄し,金 用雨

案に若干の修正を付けて採択

国会本会議審議:第1次(53.

2.22～),2ヶ 月 間審 議 留 保,

再 上程 か ら通 過(53.4.1～

4.15)

*本 文 の注5)を 参照。

**社 保委代案の作成時期については,金 三沫(p241-242)を 参照。

***法 案の名称は新聞報道のまま

出所:『 制憲国会経過報告書』,国会議案の原本ファイル,『国会史』(大韓民国国会事務処,

第1巻),『 国会議案沿革集』,『東亜日報』
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総系議員の林基奉案 より先に提案 された ことである。5)前記の社保委代案作成

は,金 用 雨案 の提案時点 か ら少な くとも3週 間以上前 に事実上完了 してい

た。6)つま り金用雨は社保委代案作成を主導 した後,そ の勢いで直ちに勤労基

準法案の提案準備に取 りかかった といえる。一方,政 府案の提出は金用雨案,

林基奉案が出てから5ヶ 月も後に行われた。その問は,李 承晩大統領のクーデ

ター紛いの拘引な憲法改正によって政局が大混乱 し,通 常の立法活動が妨げ ら

れていたと思われる。3案 を審議 した国会社保委は,林 基奉案は労働条件が高

すぎ,政 府案は低す ぎるとし,そ の中間をとって金用雨案に若干の修正 を付け

て採択 した(国 会史p816)。 その案が本会議での修正をへて最終的に確定され

た。

3.各 法案の条文比較

立法の各段階で法案条文が どのように変化 したかを,特 に前記の韓国的特徴

を示す条項を中心に整理 したのが 〈表3>で ある。それを参照 しつつ法案それ

ぞれの分析を進めよう。

【社会部労働局草案】 この案 には韓国的特徴の原型がほぼ出そろっている。

解雇等の制限,解 雇者への支給,週 休 日や法定休 日の有給化,女 性の生理休暇

や出産休暇の有給化などがそうで,特 に有給休暇に年次休暇がな く,代 わ りに

月次休暇,月 次病暇が盛 り込まれているのが目を引 く。

【50年政府案と52年政府案】 草案は政府国務会議 を通過する過程で修正さ

れ50年 政府案 となる。両案について入手可能な資料は新聞報道の抄録 しかなか

った。特に50年 政府案は一部条項 しか掲載 されておらず,草 案 と直接比較でき

る項目は解雇等の制限と休業手当の二つ しかない。両項 目とも労働基準は若干

5)『 国 会議i案沿革集』 には,国 会提案 日が金用雨案 と同じ日付(50.2.25)と なっ

てお り,し かも林基奉案が先に掲載されている。 しか し議i案の原本ファイルの提案

報告 日は金用雨案(2.27),林 基奉案(3.3)の 順 番 となってお り,『 国会史』の

既述(p816)も この順番 を支持 しているので,『 国会議案沿革集』の記録を ミス と

判断 した。

6)社 保委代案の作成時期については,金 三沫(p241,242)を 参照。



〈表3>立 法過程における各法案の条文比較

項 社会部労働局草案 政府案 国会議員(金 用雨)案 国会議員(林 基奉)案 政府案 国会社保委修正案 最終確定案
目 (49.5)串 (50.2)寧 (52.2.25) (52.3.3)零 串 (52.7.29) (52.12.20) (53.4ユ5)

適 不明 常時雇用者数10 全事業所 左案の適用除外から,大 統領令 金用雨案と同じ 金用雨案と同じ 左案と同じ

用 人以上の事業場 適用除外:雇 用者が家族のみの の指定する事業場 を削除。 参考:同 施行令の適
範 事業場,大 統領令の指定する事 用除外は,常 時15入
囲 業場 以下事業場

①正当な理由のない解 左案と同じ 出産前後30日 ⇒産休期間やその 金用雨案から例外規定を削除 金用雨案から① 「正 金用雨案と同じ 左案と同じ

解 雇,休 職,… その他 但し出産前後の 後の30日 に修正 当 な 理 由 の な
雇 懲罰の禁止 解雇禁止期聞は 左案に例外条項新設:天 災等に い … 」条項を削
等
の ②解雇禁止期間:業 務上 30日間に短縮 より事業i継続が困難な場合。但 除

制 の負傷による休職期間及 し社会部の認定を受けること。 解雇者の帰郷旅費支
限 びその後30日 間,女 性 の 給条項を新設
出産前後40日 間

① 賃金の30日 分 不明 ①草案の修正:「 賃金」⇒ 「平 30日前の解雇予告義務を新設 30日前の解雇予告義 金用雨案と同じ 金用雨案の例外条項
②1年 を越える勤続年数 均賃金」 ①解雇手当1解 雇予告ありでは 務を新設 に但し書 きを追加 二

1年 に対 して賃金の30日 ②草案に累進制を追加:10年 を 平均賃金の2ヶ 月分,解 雇予告 解雇予告なしの場合 勤労者の帰責事由に

解 分ずつを加算 越える勤続年数1年に対しては な しでは3ヶ 月分。 に限って,賃 金の30 よる解雇の場合,労

雇 ③支給の例外:天 災等に 平均賃金の60日 分ずつを加算 ②退職手当:1年 を越える勤続 日分を支給 働委員会の認定を受

章 より事業継続が困難で, ③草案の例外 に追加:2月 以内 年数1年 に対 して平均賃金の60 その他の支給条項は けねばならない。

の 行政当局の認定を受けた の期限付き雇用契約,継 続勤務 日分ずつを加算 削除
支 場合,勤労者の帰責事由 時間が日給者 は3ヶ 月未満,月 ③上記①②は,(解 雇者だけで
給 による場合は支給せず 給者は6ヶ 月未満など なく)退 職者 にも適用する

④2月 以内の期限付き雇用契約
などの場合にも,上 記①(解 雇

手当)は 支給する

休 使用者の帰責事由による 左案の一部修正 草案の修正:「 賃金」の60%⇒ 左案に追加:休 業時の勤労者が 金用雨案の一部修正 金用雨案と同じ 左案と同じ
業手休業の場合:賃 金の60% :賃 金の50%以 「平均賃金」の60% 他職に就労するのを容認しなけ :賃 金の50%以 上

当 上 ればならない

週48時 間,当 事者合意で 週60時 問を越え 労働時間制限は草案と同じ 労働時間延長の要件に,「 労働 金用雨案と同じ 金用雨案を一部修正 左案と同じ
労働 60時 間まで,行 政官庁の る延長が可能か 賃金割増率は左案を一部修正: 組合の承認」を追加 :延 長,夜 間,休 日

時 許可でさらに延長可能 どうかは不明 延長勤労ではく通常賃金〉の 労働時間制限に1日10時 間限度 勤労の賃金割増率は
間 延長 ・夜間作業 30%以 上,夜 間勤労や休日勤労 を追加 50%
及
び

の賃金割増率は では50%以 上 賃金割増率は延長・夜間勤労で 有給休 日勤労の場

割 20%以 上,休 日 50%以 上,休 日勤労で は150% 合,上 記の賃金に有

増 勤務 は30%以 上 以上 給休日分の賃金が加
賃
金 50%? 但し割増賃金計算の基礎となる 算される

賃金額には一切の手当を除く
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①週1回 以上の休 日 不明 草案と同じ 49年 草案の②に,メ ーデーを追 金用雨案と同じ 金用雨案と同じ 左案と同じ
休 ②定休日,法 定公休日は 加

日 賃金算出上の勤労日と認
める

月1日 の有給休暇 と月2 不明 ①草案に追加:自 由な積立また ①草案に追加:月1日 の有給休 ①月次休暇条項なし 金用雨案と同じ 左案か ら月2日 の有

日の有給病暇 は分割使用が可能 暇取得には1月 間の精勤を,有 ②年次休暇条項はっ 給病暇を削除

休
②年次有給休暇の新設:1年 間 給病暇取得には医師の診断書を ぎの通 り:勤 続1年

皆勤の場合は8日,9割 以上出 要件として追加 以上で9割 以上出勤
勤の場合は3日 。③有給休暇の ②年次有給休暇の新設:勤 続1 の場合,6日 。勤続

年間総 日数が20日 を越える分に 年以上を対象に年6日 年数1年 増加に1日暇
ついては,賃 金を支給しそれを ③有給休暇日に勤労した場合, ずつ増加。年間総 日
与えないのも可能。 平均賃金の50%を 加給 数の義 務 は20日 ま

で。

①月2日 の有給生理休暇 不明 草案の一一部修正:有 給生理休暇 左案の一部修正:有給生理休暇 ①生理休憩(三 無給 金用雨案の一部修正 左案と同じ

女 ②出産前後60日 の有給生 (月2日 ⇒3日) (月3日 ⇒2日) 休暇)を 与える ② :有 給生理休暇(月

性 理休暇 産前後5週 間は就業 3日 ⇒1日)
保 ③ 日2回,そ れぞれ30分 させ な い(但 し無
護 以上の有給授乳休憩時間 給)③ 授乳時間は

49年 草案と同 じ

不明 女子や少年の有 ①労働の強制,暴 行等は5年 以 ①労働の強制,暴 行等は,1年 左案と同じ 金用雨案に追加: 左案の修正:

害作業などは罰 下の懲役または罰金 以上10年 以下の懲役または罰金 勤労監督官が本法違 労働強制や暴行等は
罰 金 ②中間搾取,女 子や少年の有害 ②その他は,金 用雨案 と同じ 反の事実を故意に見 1年 以下の懲役 また

その他は不明 作業などは1年 以下の懲役また 逃 した場合,3年 以 は罰金

則 は罰金 下の懲役または5年 その他違反には,体
③その他違反は6月 以下の懲役 以下の資格停止 罰を削除し罰金も緩
または罰金 など 和 した。

注:8新 聞掲載の抄録 に基づ く。条文の全容は不明。"本 文注5)を 参照。

出所:『 東亜 日報』(49,6,3),『 朝鮮 日報』(50.2,26),『 ソウル新聞』(50.2.26),国 会議案の原本ファイル,

永(1955)に 基づいて作成。

『国会史』(大 韓民国国会事務処,第1巻),『 国会議案沿革集』,金 文
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切 り下げ られている。それに加 え,駐 韓経済協助処(ECA)労 働顧 問報告が

参考となる。米国人専門家はそこで,草 案作成者の洪永杓 という人物を高 く評

価する一方,50年 政府案に対 しては失望感を表明している(Earl,p20)。 以上

の証拠か ら,50年 政府案の労働基準は草案のときより相当後退 していた と推測

される。

とはいえ,50年 政府案が第3期 の52年 政府案ほど草案から後退 していたかは

疑問である。52年 政府案は,一 言でいうと,草 案の韓国的特徴 といわれた部分

をすべて削 り落とし,そ れを日本労働基準法の相場に近づかせた案である。例

えば,月 次休暇を削除する代わり年次休暇(そ の内容は日本労働基準法第39条

とほぼ同 じである)が 入 り,事 実上の退職金条項である解雇者への支給を削除

し,代 わ りに日本法第20条 とほぼ同 じ内容(解 雇予告や解雇手当)が 挿入され

てある。解雇等の制限条項 も解雇の 「正当な理由」部分が削除され日本法 とほ

ぼおな じ内容 となった。50年 政府案と52年 政府案を 〈表3>で 比較すれば,解

雇等の制限では後退,休 業手当では変化なし,時 問外労働の賃金割増率では前

進が確認される。僅か3項 目の比較なので前進か後退かの断定は難 しい。 しか

しここでは解雇等の制限のような草案の主要条項が,50年 政府案にはまだ生 き

ていた という事実に注意を促 してお きたい。

【金用雨案】 既に述べたとお り,金 用雨案は若干の修正をへてそのまま最

終確定案につながった法案である。金用雨案 と国会社保委修正案,最 終確定案

の関係は 〈表3>で 明白であろう。従って,勤 労基準法の内容が確定されて く

るプロセスにおいて,こ の案の作成 は重要な節目となる。その特徴は,草 案の,

韓国的 といわれた特徴 をほぼすべて継承 しつつ労働基準をさらに引き上げた所

にある。〈表3>で わかるように,草案の特徴 を継承 した部分はほぼ全項 目に渡っ

ている。労働基準を引き上げた部分は,解 雇者への支給において勤続10年 以上

に対する支給比率の引き上げ,生 理休暇日数の増加などがある。特に,月 次休

暇を残 したまま年次休暇を追加 したことは面白い。

【林基奉案】 金用雨案 と同様,こ の案も草案の特徴をほぼ継承しつつ労働

基準を引 き上げている。ただ,そ の労働基準は金用雨案に比べ全般的に高い水
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準に設定されている。例えば,解 雇者への支給では支給率が勤続10年 未満の場

合 も1年 に付賃金2ヶ 月分 となり,時 間外労働の賃金割増率が,米 軍政期の 「最

高労働時間」法令水準に引き上げられた。また金用雨案には 「勤労者 は本法に

基づ きその利益 を主張する余 り国民経済の秩序 を危うくしてはならない」 とい

う条項が入っていたが,林 基奉案にはそれがない。両者の問に,国 家エリー ト

と労働組合の代弁者 というスタンスの違いを感じさせる条項である。

次に注 目すべ きは,林 基奉案には大韓労総の主要組織基盤である大企業の,

その大半は公企業であるが,労 働慣行 を直接反映する部分が多いことである。

例えば,勤 続手当や精勤手当を定める条項がある。また休業時に自社従業員が

他企業に一時就職することを禁止 してはならないという条項 も気になる。一時

帰休を命 じられた労働者がその間他企業に出かけるのは,造 船産業ではよく見

かける光景であった。7)ま た草案や金用雨案では 「解雇者への支給」 となって

いるのを,退 職者にも支給 されると付け加え,こ の条項が退職金条項である旨

を明確にしている。以上は立案者が大企業職場の実態を強 く意識 していたこと,

さらに職場 レベルの労働協約にふさわしい項 目をまで法に盛 り込 もうとしたこ

とを物語る。

最後に,林 基奉案はその 「起草趣旨」で,勤 労基準法の目的達成は,労 働組

合法によって労働運動が指導 ・育成されてはじめて可能 となるだろうとしてい

る。この行は二通 り解釈できる。一つは,大 韓労総出身の議員らしく,起 草者

が勤労基準法以上に当時国会で審議中であった労働組合法の成立に強い関心を

持 っていたとい う解釈である。それを裏付 けるのが同案の第12条,28条 である。

労働組合の団体交渉権保護をうたったこれらの条項は,集 団的労使関係法 にふ

さわ しい内容であり,勤 労基準法の条項 としてはややナ ンセンスと言わねばな

らない。起草者の法学的素養には疑問を感 じざるを得ないが,一 方で,労 働組

合の法的権利確保に向けた強い関心をにじませる部分でもある。二つ 目は,こ

7)筆 者 の聞き取 りによる。1950,60年 代 に韓国最大造船所であった大韓造船公社 の

事例。
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れが もっと大事だと思われるが,米 軍政法令が現実では十分守られてこなかっ

たという反省から,勤 労基準法の実効性確保についてそれな りに考えていたと

いう解釈である。同案は,中 央の労働局が直接管理する勤労基準監督署を市や

道に設置するとしている。国会社保委審議では,行 政機構の新設は予算的制約

か ら現実的でないとし,市 や道に勤労基準監督官をお く金用雨案が,若 干の修

正付で(表3を 見 よ)採 択 された(国 会史p816,国 会速記録15回20号p13)。

要するに林基奉案は,勤 労基準法の実効性 は,監 督行政機構の強化 と労働組合

運動の強化によって達成されると考えていたといえる。立法過程で前者が手薄

となれば,同 法の実効性はもっぱら後者の出来次第とい うことにならざるを得

ない。法成立後,現 実はまさにその通 りの運びとなった。林基奉案は,法 的最

低基準 という勤労基準法の本来の意義に無頓着な傾向があったが,労 働組合重

視論 という意外なところで,鋭 い 「現実感覚」を発揮 したといえば言い過ぎだ

ろうか。

【草案 と3案 の関係】 第3期 の3案,即 ち金用雨案,林 基奉案,52年 政府

案 はいずれも第1期 の草案又はその修正案の50年 政府案 と,日 本の労働基準法

の二つを主に参照 している。日本法参照説を裏付けるには,各 法案の章立てを

日本法のそれ と並べてみるだけで十分であろう。8)もっとも草案その ものも日

本法を大いに参照 していたが。

本稿で重要なのは草案 と3案 の関係である。先行研究においてはこの部分が

明白でないか らである。これまで検討 した法案内容からして,3案 の作成時に,

日本法だけでなく草案又は50年 政府案が参照されたことはほぼ裏付けられたと

8)こ こで少々詳 しい事例 を挙げよう。林基奉案の第38条 は最低賃金を決める 「賃金

委員会」を規定 しているが,そ の条文は 日本法第29条 の直訳 に近い。金用雨案の第

29条,「 産前産後の女子 を本法の規定による休業期間とその後の30日 間は解雇 して

はならない」 という くだ りは,日 本労働基準法第19条 の一部行の直訳 に近い。ただ

しここで 「休業期間」 という表現は 「休暇期聞」に直すべ きであった。なぜなら日

本法では出産前後に休業 を与 えるようになっているが,金 用雨案では有給休暇 を与

えるか らである。この表記上の ミスこそ 日本法書 き写 しの動かぬ証拠である。52年

政府案の日本法 との関連は前記の内容紹介で既に明白であろう。
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思うが,こ こではもう少 し綿密な証拠を追加 してみよう。草案の解雇等の制限

条項は,「使用者は勤労者にa対 し正当な理由な しに解雇,休 職,停 職,転 職,

b減 給,そ の他c懲 罰をdし てはならない」とある。金用雨案の当該条項は,

bが 「減俸」に,dが 同 じ意味の違う表現(例 えば,し てはいけない)に 変わ

っただけで草案 とまった く同じ文章である。林基奉案 も,aを,例 えば 「対 し

て」くらいに,cを 「加罰」に,dを 先の金用雨案 と同じ表現に変えただけで,

草案 と同じ文章である。この条文は外国の立法例にはない し,こ れだけそっ く

りだ と,草 案の書 き写しと見るほかない。また草案 とずれているカ所が金用雨

案 と林基奉案それぞれ違うので,両 案の間に条文の書 き写 しがあった可能性 は

低 く,そ れぞれ草案か50年 政府案か ら直接写 したとみるのが順当であろう。立

案者の両議員が第1期 の労働局草案を入手していたとすれば,当 の労働局がそ

の後の政府案作成時 にそれを参照で きないはずはない。

4.立 法主体

第1期 の社会部労働局が立法準備に着手 したのは特に突出 した行為ではな

い。労働法制定そのものは初代憲法によって明示 された法制的要請であった。

また米軍政期には反共主義が圧倒的威勢 をふるっていたが,建 国早々国づ くり

の具体的在 り方が問われてくると,民 族主義が息を吹き返 し反共主義 と対立す

る場面が現れた。9)こうした雰囲気変化は大韓労総内部にも現れ,反 共政治団

体か ら労働組合への変身を掲げる革新派が台頭 した。憲法制定に際 して労農8

箇条の挿入要求,そ の後の労働法制定要求等の勢いはそうしたエネルギーによ

って支えられた。10)とはいえ,大 韓労総がみずか ら労働法案を提案 し労働局

や国会に働きかけた痕跡はない。11)「労働者の利益を積極的に代弁すべ く(労

9)韓 国政府樹立から朝鮮戦争勃発前までの政治状況については,徐 仲錫を参照。当

時,慶 尚南道労働課に勤めていた深醐墜氏は,米 軍政の古い法令のままでは新しい

国家として顔が立たないという雰囲気が当時はあり,す べての法令を新国家の名に
おいて作り直そうとしたという。そのような雰囲気も素朴な民族主義的雰囲気の反

映とみてよかろう。
10)こ の時期の大韓労総内革新派については,金 三沫(第4章)を 参照。
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働局を)労 働部に(昇 格 させ よ)」 という要求 を労働法制定要求 と一緒に出 し

たのをみると,む しろ労働行政に法制定のイニシアティブを期待 した節がある

(韓国労総p351,()内 は筆者)。

かくして労働局に出番が回ってきたのだが,当 の労働局は米軍政期に比べて

スタッフ数が半減するなどむしろ機構 縮小されていた。当時の労働局の様子に

ついて前掲ECA労 働顧問の報告は,労 働局長(後 の韓夢淵 とは違う人物)を

はじめ局内は有力者のコネ付 きや右翼政治団体上が りで占められ,米 軍政期か

ら勤めていた労政課長の洪永杓を除けば,労 働行政に関する素養や知識の備わ

った人物は見当たらない としている。 また労働法草案を作成 したの も労政課で

ある。11)こうした状況か ら草案は,リ ベラルな官僚がその専門的能力 をテコ

にかなりの自由度 を以て作成 した と考えられる。草案はしかし,国 務会議を通

過 し政府案(50年 案)に なる過程で労働基準が引 き下げられる。経済,治 安な

ど他部処の反対があったか らであろう。しか も政争によって流会が相次 ぐ国会

で法案審議は当面進みそ うになかった。13)

第2期 以降の立法を促した主動力は大韓労総系勢力から出てきた。特に政権

上層部や国会内の保守的意見を黙らせた要因としては,立 法に積極的であった

大韓労総非主流派が,次 期の続投に向けて国会と対立していた大統領李承晩の

親衛隊 として動員 されていたことが決定的であった。また駐韓国連民間救護司

11)『 労 動公論』(1972年5月 号p168)に お ける宋元道の発言をみ よ。当時,氏 は大

韓労総の主要 リーダーの一人であった。第2期 以降の,大 韓労総出身議員 を中心 と

する法制定への動 きは,大 韓労総 とは直接関連がな く,全 く国会議員 達のイニシア

ティブで始 まったことが,氏 の発言から読み とれる。当時の朝鮮電業労組委員長で,

労 働法制定推進勢力であった院外 自由党の労働部長であった崔龍沫 も筆者のインタ

ビューに答 え,大 韓労総の組織的関与説を否定した。

12)Earl,p20を 参 照。当時の局長名はEarl,p16を 参照。当時,慶 尚南道労働課に勤

めていた深醐製氏は筆者 とのインタビューで,当 時の労働局内部事情について,米

軍政期の人たちが総入れ替わ り,ま た多少の行政経験があった としても,労 働法を

読んだこともない人がほとんどであったなかで,洪 永杓 は飛び抜けていたという。

13)Earl,p20。Earlは この段階の政府案に対 し,労 働者保護水準は現状 より何 も改

善 されないと失望感 を露わにしている。但 し彼の不満は主に団体交渉制度の推進に

消極的な集団的労使関係法案に向け られていたようにみえる。氏 はまた法案は成立

可能性がないので,こ れ以上の議論は無駄だ と締め括っている。
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令 部(UNCACK)の 勧 告 とい った外圧 も追 い風 と して働 い た(金 三沫

p243-248)。 とはいえ,そ うした追い風に乗 りつつ法の具体的内容 を決める過

程で主導権を握ったのは,国 会社保委委員長の金用雨であった。また金用雨を

後ろで支え,社 保委代案を起草 したのは社保委専門委員の李恒寧と労働局長の

韓夢淵であった(金 三沫p243-244)。 特 に労働局が政府全体の立場 とは別に独

自に立法に関与 したことは注 目される。勤労基準法案(金 用雨案)の 提案時期

は,社 保委代案作成が事実上完了 して1ヶ 月足 らずの時点である。前記3人 は

集団的労使関係法関連の作業を優先 しつつも勤労基準法案の準備作業を平行さ

せ,前 者が一段落 した段階で金用雨案を提案 したとみてよかろう。

ところで3人 は法案作成時に主 として何 を参照 しただろうか。金三沫は李恒

寧や韓夢淵か らの聞き取 りに基づき,日 本モデルが強 く意識 され,日 本の立法

資料が主 に参照されたと強調 している。またその背景に,前 掲UNCACKの 勧

告が主 にGHQ下 の民主化 された日本をモデル としていたことを指摘 している

(金三沫p243-248)。 李恒寧は近年の座談会でも 「労使代表か ら意見 も聴取せ

ずもっぱら日本法だけを参照 して作った」としている(韓 国労動法学会,p179,

180)。

しか し少なくとも勤労基準法 に限って言えば,こ うした整理ではもう一つの

重要な側面が見落 とされて しまう。既述のように,金 用雨案は日本法だけでな

く草案を参照 して作成されたからである。もちろん草案そのものも日本法を大

いに参照 している。 しか し草案段階で韓国的特徴の主要部分が出来上が りそれ

が金用案に継承されたということがここでは重要である。草案 との連続性に着

目すれば,第1期 とそれ以降をつなぐ人物 として草案を作成 した労政課長の洪

永杓が浮かび上がる。氏は第2期 以降も労政課長職に止まり新任局長の韓夢淵

の活躍を支 えていた。李恒寧の回顧談を紹介 した前掲座談会では,そ れとニュ

アンスのやや異なる次のような発言が注 目される。

「私の聞いたところではちょっ と違 う。… 名前は忘れましたけど,保 社部

労政局長 を歴任 した方が(朝 鮮)戦 争前にすでに草案 を作ってお り,戦 争中に

それに基づいて制定したと,そ の方か ら聞きましたが」(韓国労動法学会,p181)
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ここで 「保社部」は1955年 以降の部名なのでそれ以前なら 「社会部」が正 し

い。 また 「労政局長」 という職位はないので 「労働局長」か,そ の配下の 「労

政課長」の誤 りであろう。諸般の事実を総合すれば,前 記証言の 「その方」 と

は労政課長の洪永杓以外にあ りえない。氏にとって社保委代案や勤労基準法案

(金用雨案)と は草案の延長に他ならなかったのである。それはまた,社 保委

代案作成に関わった前記4人 のうち金用雨 と洪永杓の役割が特に大 きかったと

いう李恒寧の証言 とも重な り合う(金 三沫p327)。 やや単純化 していえば,草

案 との連続性には洪永杓,労 働基準引 き上げには金用雨の役割がそれぞれ大 き

かったのではなかろうか。

草案の影響は金用雨案 に限 らない。既に確認 したように,大 韓労総系議員の

林基奉案 もまた草案の特徴 をほぼ継承 している。大韓労総系議員案はその作成

経緯が明 らかにされていない。 とはいえ,勤 労基準法に限って言えば,そ の仕

上が り具合からして,専 門家を交えた組織だった準備チームの出来映えとは言

い難い。14)法的知識の十分でない少人数の起草作業 となれば,日 本法 より労

働基準の高い草案は叩 き台として都合が よかったはずである。そのようにして

作 られた共通性 を背景に,林 基奉案は国会審議において政府案を牽制 し,金 用

雨案がほぼ無傷で通過するよう手助 けした面がある。

14)同 案 には拙劣な文章が散見され(特 に立法趣 旨の部分を見 よ),勤 労基準法にふ

さわしくない団体交渉関連の条項を盛 り込むなど,法 案 としての未熟 さが 目立つか

らである。 また例 えば,賃 金の定義 にも思慮に欠ける部分があ り,時 間外労働に対

する賃金割増率を折角高 く設定 した効果を相殺 してしまっている。つ まり割増賃金

計算の基礎 となる賃金額について,一 切の手当を除いた額と明言 している(本 文の

表3を 参照)。1945年 以 降の激 しいイ ンフレに対応 して,物 価手当など様 々な名 目

の手当が賃金に占めるウェー トは大きかった。同 じカ所で金用雨案は 「通常賃金」

という新造語を使 っている。それは,日 本労働基準法第37条 の 「通常の労働時間又

は労働 日の賃金計算額」 という表現に相当するものであ り,後 の施行令 によって具

体的に定義 され,手 当か基本給か という名称に関係 なく,定 期的に支給 される金額

は原則 としてカウン トされるもの となった。当時の軍政法令 「最高労働時間」にお

いては 「正規賃金(=regularrateofcompensation)」 が計算基準額 となっていたが,

そ れも諸手当を含む概念であった(国 会速記録15回20号p21)。
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5.国 会審議 と修正内容

金用雨案を叩き台にして勤労基準法が制定されたことはすでに述べたが,こ

こでは国会社保委や本会議の審議過程で修正 されたカ所 をい くつか確認 してお

こう。まず金用雨案から労働基準が引 き上げられた部分をみると,「労働者は

……国民経済の秩序を危 うくしてはな らない」 という条項の削除,時 間外賃金

割増率の引 き上げ,解 雇者への支給 を免除 される要件を行政官庁の認定か ら労

働委員会の認定に変えたことなどが挙げられよう(表3参 照)。 前2項 目は林

基奉案か ら採択 されたもので,後 の1項 目は本会議での修正である。

ここで時間外賃金の割増率については敷街 してお く必要がある。米軍政期か

らの 「最高労働時間」法令は米国並の50%割 増率を定めていた。但 し現実には

それがあまり守られず,前 掲UNCACKの 報告が,法 的基準が韓国経済の水準

か らして高す ぎた と指摘するほどであった(金 三沫p246)。 そのような背景を

考えると,米 軍政期の労働局を経験 している草案作成者が割増率を控 えめに出

したのも納得がい く。それが社保委審議で再び50%に 戻された。社保委議事録

は残っていないが,こ の問題 は本会議で も再び争点となったので論争の様子を

少々窺 うことはできる。そこでは,せ っか く勤労基準法を作って既存の労働基

準を 「改悪」することは容認しがたいとの論調が支配的であった。特に大韓労

総系議員からは,現 在 も時間外労働のうち夜問労働 については6,7割 の割増

率が適用されているので,割 増率を夜間労働については最低60%に 上げるべ き

だ,と い う強気の修正案 まで出された(国 会速記録,第15回51号p6-10)。 こ

うした強気の背後に駆け引 きのための誇張がなかったとはいえないが,そ れな

りの根拠はあったと思われる。例えば京城電気労働組合の労働協約(47.8.15)

が参考となる。同労組は大韓労総の主要組織の一つで,同 協約は包括的労働協

約 としては韓国最初 といわれている。そ こには,「最高労働時間」法令の条文

をそのまま写 した条項がい くつかあり,時 間外労働の割増率のその一つであっ

た。同協約は,米 軍政の支援 をえた右翼の大韓労総が,左 翼の全評勢力 を排除

しつつ職場代表権 を認められた直後に締結 したものである。拘引な手法で左翼

をつぶした後,基 層労働者 を引きつけるための政策として出てきたといってよ
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い(電 力労組40年 史p170-172,金 三沫pll1-128)。 またその内容 においては,

後に詳述するが,軍 政法令 はもちろん米国の法や労働慣行か ら着想をえた条項

がかな りある。大韓労総幹部と米軍政当局の頻繁な接触を考えれば,別 に驚 く

ことはないだろう。重要なのは,「最高労働時間」法令が多 くの零細企業では

絵に描いた餅に過ぎなかったとしても,一 部大企業では労働協約に盛 り込まれ

既得権化 しつつあったということである。そのような実態 を経験 した大韓労総

系議員達が,金 用雨案の割増率を 「改悪」 と受け止め強 く反発したのも理解で

きよう。

次に金用雨案から労働基準が引 き下げ られた部分を見ると,家 族手当条項の

削除,有 給生理休暇 日数の減少(月3日 ⇒1日),月2日 の有給病暇の削除,

未成年者の就業時間規制の緩和,処 罰の緩和などが挙げられる。本会議議事録

を読むと,金 用雨議員が家族手当を導入 しようとしたのは生活保障の観点か ら

であった。それに対する反論 はいろいろあったが,特 に,就 職難が深刻 な時代

であり,家 族持ち労働者の賃金が相対的に高 くなれば,企 業がその採用 を渋 り

返ってその労働者に迷惑をかけることになる,と いった現実論が優勢であった

(国会速記録15回49号p1-3)。 有給休暇 日数については,病 暇や生理休暇 ま

で含めると1年 に100日 をこえる(正 確には約120日)の で多すぎるという反論

が資産家出身の議員か ら出された。合計日数の多 さには多少の驚 きもあったよ

うで,こ れ という議論 もな く削除案は承認 された(国 会速記録第15回51号

p10-11)。 最後 に注 目すべ きは罰則規定が大幅に緩和 されたことである。 この

修正は法案審議のほぼ最終段階で資産家出身議員の提案で行われたが,そ の眼

目は体罰刑を罰金刑に変えた所 にあった。当初,法 の施行を監督する勤労監督

官の職務怠慢を警戒し厳 しい罰則を用意 したのとは矛盾する動きである。韓国

経済の現実か らして,本 法が施行されれば,企 業家はみんな本法違反で逮捕さ

れるだろうという主張がなされた とき,誰 もそれを積極的に否定 しなかった(国

会速記録第15回54号p1-2)。 法 と現実のギャップは立法当事者の問でも相当

意識 されていたのである。
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皿 韓国的特質の起源

1.有 給休 日 ・休暇

有給休 日 ・休暇は植民地期の雇用慣行に既に現れている。例 えば,当 時の大

企業の一つである南朝鮮合同電気(株)の 社則(1937年)を みると,月 給制の

ホワイ トカラー(=社 員 ・準社員)は,日 曜日,毎 月2日,祝 祭 日,毎 年7日

の慰労休暇がすべて有給の休みであった。それに対 し朝鮮人労働者の圧倒的多

数を占めるブルーカラー(=傭 員)に おいては,日 曜日が休 日ではなく,祝 祭

日数も社員 ・準社員 より少ない。但 し日給制でありなが ら,休 日 ・休暇は月給

制社員 と同 じく有給 であった。1931年 の調査によれば,休 日数は毎月4日 が

19%,2日 が47%で,無 休 の企業 も24%に 達 していた(宣 在源p99)。 南電の

休 日数は月2日 を越えてお り平均的水準をやや上回る事例 といえる。ただ,有

給休日が どれだけ一般的であったかは,今 のところ不分明である。日本本土の

実態については,戦 時中は企業の24%が 有給休日制を採用 していたという調査

結果がある(寺 尾p234)。 植民地朝鮮の労働条件が日本本土のそれより低かっ

たという一般的傾向に基づけば,有 給休 日の普及度 も朝鮮 においてもっと低 く

なると推論できる。但 しその一般的傾向 と有給休 日の普及度が一致 しない可能

性 もあるので断定は難 しい。15)

1945年 の解放直後は,従 業員 自主管理運動の族生に見られるように,各 地の

職場で旧秩序が崩壊 し基層労働者の発言力が増大 した。それによって雇用 ・労

働慣行にも少なか らず変化があったと見 られる。当時の労働運動 をリー ドした

全評(朝 鮮労働組合全国評議会)は,そ の結成大会(45.11.5)で 一般行動綱

15)日 本 本土の戦時中の実態を企業規模別にみると,休 日数は雇用規模500人 以上の

大企業で多いが,有 給休 日制の普及率は同大企業で11%,10人 未満企業で32%と む

しろ中小企業ほ ど高い。戦後は同大企業で97%,10人 未 満企業で35%と 逆転がみら

れる(寺 尾p234)。 戦 後活性化 された労働組合 の活動舞台が主 に500人 以 上企業で

あったことが,恐 らく逆転の原因であろう。以上のことか ら,戦 前の有給休 日制は,

労働条件の相対的に良好な大企業 よりは,古 い社会関係を残す中小企業 と親和的で

あった可能性がある。
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領を採択 し,一 日8時 聞労働制,週 休制など,雇 用 ・労働条件 を戦後の国際的

水準にまで引き上げようとする方針 を明 らかにしている(全 評)。 有給休暇制

についても年に1ヶ 月間と,目 標水準は相当高い。 とはいえ,そ れは先進諸国

によくある年次有給休暇に近い制度を要求 しているのであって,休 日 ・休暇を

全面的に有給化 しようとする発想 とは距離がある。但 し独創的な有給化要求が

全 くなかったわけではない。女性の出産休暇として2ヶ 月間の有給休暇を掲げ

たのがそれである。

労働運動に対応 しつつ出てきた米軍政の労働者保護法も有給化には消極的で

あった。「児童労働法規」(46.9.18)は21才 未満女子 を対象に出産休暇を与 え

るとしつつ,「無報酬」 と,わ ざわざ明記 している(第11条 〉。軍政の米国人官

吏においては,賃 金は労働に対応すべ きだという考えが強 く,働 いてない時問

の賃金支給については消極的ない し敵対的であった。16)一 つ例外 といえば,

法令 「最高労働時間」(46.11.7)に おいて,「 日曜 日その他定休 日を除 く法定

公休 日(eachlegalholidayexceptSundayorotherlegaldayofrest)」 を有

給 にしたことである。米国人官吏がそれを容認 した背景は不明だが,公 定公休

日に限っては,法 律ではなく労働協約で決めるという違いはあるにせよ,有 給

化が米国内の相場であった ということも影響 したであろう。

北朝鮮の労働法令(46.6.24)は 米軍政法令より一足先に公布 され,南 の労

働運動側や米軍政を刺激する参照モデルとなった。 しか しそこでも有給化傾向

はあまり見 られない。例えば出産休暇の場合,労 使で積み立てる社会保険から

手当を支給するや り方であ り,企 業側の一方的負担 となる有給休暇ではない。

有給化されたのは,幼 児同伴で出勤 した女性 に与える授乳休憩時間 くらいであ

る。 また以上は主 として ソ連 の労働法を範 としていたこ とも付 け加 えてお

16)こ の点 についての詳細な論証 は紙幅の制約上別の機会に譲 りたい。一例だけを紹

介 しよう。北朝鮮か ら送電が中止 となり電力不足 による操業短縮を余儀 なくされた

とき,米 軍政は操業短縮時の賃金支給に関するガイ ドライ ンを策定 した。そこで基

本給の50%と い う最低保障は操業短縮に入って2週 間だけなされる。それ以上長 く

なる と賃金は稼働時間 に比例す るだけで最低保障はうち切 られる(NEB,48.6

.16)。
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く。17)

全面的有給化傾向を確認できる最初の事例 として,こ こでは前掲京電の労働

協約(47.8.15)を 取 りあげる。そこでは,法 定公休 日に加 え週休 日も有給に

なっている(第11条)。 また出産休暇についても,出 産前の無給休暇2ヶ 月に

加え,出 産後は,全 評の一般行動綱領通 り有給休暇2ヶ 月を与 えることになっ

ている(第18条)。 既に見たように,全 評の方針や米軍政法令,北 朝鮮 の労働

法令 といった,全 国レベルの思想や政策は有給化 を促す契機 としてはご く部分

的なものに過 ぎなかった。京電でみる全面有給化は,有 給化を追求する基層労

働者からの圧力を主動力にして,各 職場でバラバラに進行 した変化の集積 と見

なければならない。後に国鉄の事例でも紹介されるが,解 放直後は,ホ ワイ ト

カラーとブルーカラーの身分格差縮小や事実上の月給制化を追求する労働者側

の圧力がかなり強かった。工場の稼働率が半分以下に落ち込む状況においては

労働時間管理 もルーズとなり,激 しいインフレの下,生 活費保障を優先せ ざる

をえない事情 も働いただろう。職場 レベルの雇用慣行の変化については,紙 幅

の制約上,機 会を改めて詳論 したい。

京電労働協約の内容に,北 朝鮮の労働法令 にみた有給授乳休憩時間を加えれ

ば,草 案の当該内容 とピッタリー致する。草案作成者の洪永杓は米軍政で労働

法令が作 られる頃には既に労働局スタッフとして勤務 していた。 また米国人官

吏の通訳 としても働いたことから重要な場面に立ち会う機会 も少なか らずあっ

たはずである。18)京 電労働協約 と労働局の関わりについて もすでに述べた。

つまり草案作成時において,氏 は米軍政期の経緯を一番よく知っている一人で

あった。そして米軍政が終わり韓国政府に変わった暁に,米 軍政期の法令を越

えて,一 部職場で実現 された 「理想的」実態を積極的に草案に盛 り込んだので

ある。氏の,そ の時の考えを直接確かめる方法はないが,草 案を継承 しつつ立

法の立役者 となった金用雨議員の国会審議における発言は一つ参考になろう。

17)「北 朝鮮労働者及び事務員に関する労働法令」(『朝鮮経済』1巻4号,朝 鮮経済社,

1946年8月,p24-30)。 ソ連法の場合 は,佐 々木(p112-122)を 参照。

18)Earl,p20,注12)の 深 歯蔓の証言を参照 した。
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休 日 ・休暇の有給化に反対する議員は,週 休日まで有給にすれば日給制は意

味を失うと,慎 重論を展開 した。それに対 し金用雨は,そ の 日の糧 を心配す る

貧 しい労働者は収入減少 を何より恐れてお り,無 給休 日なら労働者が休 もうと

せず,最 低限の休日も確保されなくなるとした。また労働 コス トの増加問題に

ついては,前 もって休 日分を含めて賃金を計算 しておけば,計 算上の違いはあ

っても総額は変わ らないとした。即ち月給制に しろというのと同じである。国

会社保委では当時最大工場の一つであった朝鮮紡織(株)の 女性労働者を対象

に聞き取 り調査 を行ったが,そ こでも生理休暇は,日 数 を減らしてでも有給に

してほしいという意見が多数派であった(国 会速記録15回51号p5,6,52

号P9)。

2.解 雇等の制限

解雇 に 「正当な理由」の開示をもとめる条項 も,京 電の労働協約(1947年)

に見 られる。但 し条文内容には多少の差があり,草 案のように様々な懲罰を並

べることな く,「正当な理由」の開示は解雇の場合にのみ限定 されている。既

述の通 り同労働協約には先任権条項,苦 情処理条項など米国流の影響が大 きい。

解雇等の制限条項も米国労働協約を手本にして取 り入れたとみてよかろう。

次に参考 となるのは,1948年6月14日 付で国会に提出された 「労農8箇 条」

である。これは大韓労総が初代憲法への挿入 を要求 して提出したものであるが,

当時の政治的雰囲気や大韓労総内部の革新派の台頭 という状況の下,革 新的内

容を多 く含んでいる。その第5条 は,労 資協議会を通 じた従業員の経営参加を

うたっているが,労 使協議会の判定なしには解雇,停 職その他処分をしてはな

らないとしている。

草案は 「正当な理由」 という表現からして,直 接には米国労働協約を手本に

していた可能性が高い。「労農8箇 条」の人事同意約款 に比べると,「正当な理

由」条項 はよりマイル ドな規制 といえる。またこの条項が国会審議過程で 目立

った反対 にあった痕跡はない。
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3.退 職金条項

退職金支給を立法によって強制 した事例 としては,戦 前期日本の 「退職積立

金及 び退職手当法」(1936年)が ある。 しか しこの法 は植民地朝鮮 に適用され

なかった。またその支給額は賃金の何割 という計算でいくと,1953年 勤労基準

法の1/4～1/3程 度の低い水準にある(李 ヘヨンp11か ら試算)。 財源の一部を

労働者の賃金か ら拠出するとか,自 己都合による退職には支給額が減 らされる

など,運 用方法 も大きく異なる。従ってこれを勤労基準法 に直接結びつけるに

は無理がある。

勤労基準法にみる,勤 続何年に賃金の何ヶ月分とい う表現の先例は,植 民地

朝鮮時代の大企業の退職金制度に見 られる。例えば,南 朝鮮合同電気㈱の退職

慰労金規程(1937年6月)の 事例はよい先例であろう。この事例では従業員の

身分によって支給水準 に格差を設けているが,勤 労基準法の支給水準は,も っ

とも支給額の少ない傭員層(≒ 現業労働者層)の それ と近似 している。解放以

降の大企業では,身 分格差が縮小 または廃止されるなか℃,現 業労働者層もよ

り手厚い退職金制度の適用をうける傾向にあった。19)退職金条項はそのよう

な実態に支えられていたのである。

4.月 次有給休暇

月次有給休暇条項は,草 案の月1日 有給休暇 と2日 病暇 という内容から,国

会審議で2日 病暇が削 られて成立 したことを既に確認 した。それでは草案のあ

のユニークな発想はどこか らきたのだろうか。今度は例の京電労働協約を見て

も類似の内容は見当たらない。IF

【鉄道争議の妥結案】 草案 とほぼ同じ内容を見つ けたのは鉄道労働争議

(1946.9.13～10.14)の 妥結案においてであった。その争議は国鉄4万 名労

働者 を巻 き込み,全 評の主導する9月 ゼネス トの導火線となった。民衆の組織

19)紙 幅 の制約上,詳 細 については別稿に譲 りたい。既発表の文献 としては,取 りあ

えず拙稿(1997)を 参 照。
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化において圧倒的優位を持 っていた左翼 と,そ れをずっと敬遠 してきた米軍政

との葛藤がそこにきて一気 に表に吹き出した。それはまた,米 軍政の露骨な左

翼つぶ しと右翼育成政策の始ま りでもあった。20)争議のはじめ,右 翼大韓労

総は職場の少数派にす ぎず,左 翼全評の呼びかけに応 じ共闘せざるをえない雰

囲気であったが,途 中離脱 し鎮圧す る側に回った。10月14日 の妥結案は,血 な

まぐさい鎮圧作戦が終了 した後,大 韓労総系の職場代表 と,使 用者である米軍

政運輸部長の間で締結 されたものである。当た り前であるが,労 働部が斡旋に

積極的に立ち回ったことも確認で きる。21)

争議労働者の要求のうち,本稿の関心に直接関わる部分は日給制反対である。

即ち解放直後の国鉄では,現 業労働者の賃金が事実上月給制化 していたと見 ら

れ,運 輸当局がそれを日給制 に戻 したことに労働者が反発 したのである。運輸

当局が 日給制化を推進 した狙いは労働時間管理の引き締め,も っと具体的にい

うと,毎 月支給の賃金額から欠勤 日の分を差 し引 くことによって欠勤を防止す

る所にあったと思われる。その背景にあるのが長期欠勤者問題である。その事

情は様々で,解放直後の混乱期に家の事情で帰郷 して職場 に復帰 していない者,

病気や出産等で長期欠勤する者があり,そ してもっとも一般的だったのは,深

刻な食料不足の時代であっただけに,お 米を求めで列車で田舎 に出かける者で

あった。22)運輸当局 はそれまで慣例であった列車のただ乗 りも禁 じたようで,

乗車パスの支給要求 も争点の一つであった。

【準月給制】 さて妥結案をみると,日 給制を準月給制に変えるとしその一

環 として,毎 月1日 の休暇 と2日 までの病故欠勤を認めるとなっている(韓 国

労総p327)。 ちなみに 『鉄道労使協定書収録集』所収の協定書には,「月1日

の月次休暇」 とい う表現 になっている(鉄 労1992年,p49)。 しか し月次休暇

20)金 三 沫 は こ の 一 連 の 騒 擾 は,左 翼 つ ぶ し と右 翼 育 成 の 期 を ね らっ て い た 米 軍 政 側

に よ っ て 意 図 的 に 仕 掛 け られ た と ま で 断 言 す る(金 三 沫p75)。

21)漢 城 日 報(46,10.6),独 立 新 報(46.10.5,10.6)。 争 議 の 顛 末 に つ い て は,

金 洛 中(p66-70),韓 国 労 総(318-327p),鉄 労50年 史(p19-25),金 南 植(p235-240)

を参 照 。 な お,日 本 語 文 献 と し て は 中 尾 が 比 較 的 詳 し い 。

22)「 全 国 労 働 者 新 聞 」1946.4.5,4.12,5.3,7.15,7.29,8.23,
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という語は勤労基準法の国会審議過程で作 られたと考えられるし,当 時の新聞

報道内容と照合 してみても,先 に紹介 した韓国労総(1979)の 方が原文に近い

と判断 される。23)前記の病故欠勤2日 については60日 までの積立が可能で,

年24日 までは賃金に影響 しない(=差 し引かない)と している。休暇1日 につ

いては,有 給 とは明記されていないが,諸 般の状況か らして有給 とみて差 し支

えない。もう一つ,病 故欠勤の要件 として何 らかの証明書 を求める記述が見当

た らないのも注 目される。作成時期が妥結案 より約1年 遅い前掲京電の労働協

約では,有 給病故休 日を毎月5日 間まで(最 大180日 まで積立可能)と 多めに

認め,会 社の指定する医師の証明を要件 としていた。病故休暇 とは普通はその

ようなものであろう。それでは妥結案に要件を見かけないのは何 らかのミスに

よる書 き漏 らしと片づけてよいだろうか。そ うとは思えない。妥結案の病故欠

勤 は,軍 政法令 「児童労働法規」上の有給病故休 日(sickleave)と 似ていて,

後の京電労働協約に現れた有給病故休 日とはやや違う意味を持たされていたと

考えるか らである。「児童労働法規」は鉄道争議の最中に公布され,妥 結案の

締結時期はその3週 間後である。いずれも労働部が関与 していることから,両

案は作成時期や作成主体が重な り合っているといえる。同法令第11条 は,21歳

未満者に対 し毎月2日 半以上(毎 年30日 まで積立可能)の 有給病故休 日を与え

るとし,2日 までは文書的証明を求めないとある。即ちちょっとした体調不良

とか,使 い方によっては病気以外 の私的用務に使 える余地 もあ り,実 質は一般

の有給休暇とあまり変わ らない。この法令が北朝鮮労働法 との対抗を強 く意識

して作 られたことはすでに述べたが,毎 月2.5日 という中途半端な日数 も決 し

て偶然 とは思えない。北朝鮮の労働法は,16歳 未満少年に年1ヶ 月の有給 「定

期的休暇」(=年 次休暇に相当する)を 与えていたが(第12条),そ この年30日

とい う相場をまず意識 しそれを月割 りに直 し2.5日 にしたのではなかろうか。

23)月 次 休暇 という語は前掲の草案や第3期 の3案 には見当たらず,国 会社保委修正

案にはじめて現れる。社保委修正案では各条文に見出しが付 けられたが,そ の際,

日本法の年次有給休暇にちなんで月次有給休暇という見出し語が作 られた可能性が

高い。また妥結内容を報 じた新聞記事では,東 亜日報(46.10.15)が 比 較的詳 しい。
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とすれば,同 法令の有給病故休 日は,当 初から有給年次休暇の代わ りを期待 さ

れていたことになる。時期的にはもっと後のことではあるが,鉄 道労働者が病

暇を有給休暇とほぼおなじものと受け止めていたことを示唆する証拠もある。

つ まり病暇を使わなかった場合,そ の 日の賃金分を手当として受け取ろうとし

たのである。そうしたや り方は年次や月次有給休暇においては慣例になってい

る。24)

か くして妥結案の内容 を月3日 の有給休 日とみることができれば,そ れをな

ぜ準月給制 と呼ぶのか も理解で きる。月給制 なら週休 日を含む月4・5日 以上

の休 日が有給であるが,日 給制では無給である。月3日 有給休 日はその中間に

当たるという意味で準月給制であろう。 この妥結案を 「旬給制」 と報 じた新聞

もある(漢 城 日報46.10.15)。 一見,わ か りに くい受け止め方だが,毎10日 に

1日 ずつ(=毎 月3日)休 んでも賃金は変わらないとの理解であれば,賃 金は

10日単位 の定額制という意味で,旬 給制 というイメージも生まれやすい,と い

うのが筆者の解釈である。

【年次有給休暇の代わ り】 労働者の要求に応えるという事情から準月給制

と呼ばれたものの,そ の制度は内容面でいうと,有 給年次休暇を月割 りにした

のと変わ らない。草案には年次有給休暇が入 っていなかったことを思い出して

頂 きたい。即ち草案作成者の洪永杓 は,月 次休暇や病暇を年次有給休暇の代わ

りと見ていたといえる。大胆な推測であるが,月 次休暇や病暇案を米国人の高

位官吏が了承 した背景には,そ れが米国にも一般化 されている年次有給休暇に

相当するとの認識があったか らではなかろうか。この制度は,米 軍政の韓国人

ス タッフ等の仲介により,米 国人官吏には年次有給休暇として,労 働者には準

月給制としてそれぞれ説明されたのではなかろうか。

24)『 鉄 労』(54.9.6)を 参 照。 ここでいう病暇 とは,鉄 道労働者に適用 される1949

年制 定の公務員法上のものと見 られる。同法は20日 の有給年次休暇と20日 の有給病

暇を与える としている。1954年 の 時点で も,労 働者は,病 暇の権利を病気のときに

のみ発生すると考えるのではな く,一 般有給休暇と厳密に区別 していなかったので

ある。
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草案段階では週休 日が有給休 日となっているので,月 次有給休暇や有給病暇

を準月給制と考える必要 もな くなり,年 次休暇の代わ りという性格が よりはっ

きりして くる。次の金用雨案の段階で年次有給休暇という項 目を新たに追加 し

た理由は明らかでない。ただ,年20日 という相場を前提にしていたことから,

とうも月次病暇に対す る解釈が草案作成当時 と微妙に変わったせいではないか

と推測する。月次病暇 を一般休暇と完全に違うものであると解釈すれば,草 案

の月次休暇1日 だけでは,年12日 の有給休暇となり,日 数に物足 りなさを感 じ

ることになる。そこで年次休暇を新たに追加 し20日の休暇 日数にしたのではな

かろうか。

結 び

冒頭で宣言 したように,勤 労基準法の韓国的特徴を示す条項の成立過程を辿

ってみた。国会内の立法プロセスを見た限り,大 韓労総系議員の役割は立法 を

促す動力としては大 きかったが,法 の内容決定に果たした役割は案外小さく,

労働組合とは比較的関連の薄いリベラルな議員や官僚の役割が大 きく見えた。

とはいえ,国 会の外の,労 働局草案の作成経緯 を辿ると,リ ベラルな官僚の想

像力 も現実世界によって方向づけられていた。言い換えれば,特 徴的条項はリ

ベラルな官僚 という糸を介 して,当 時の大企業の実態につながっていたのであ

る。そこでは,植 民地期の大企業における雇用慣行を一応の踏み台にし,米 国

を含む戦後の世界基準からインパク トをうけつつ,独 自の雇用慣行が形成され

つつあった。その主たる動力が基層労働者か ら出て くる圧力であったことはい

うまでもない。

勤労基準法に投影された雇用慣行の特徴に注目しよう。月給制化,す べての

休 日・休暇の有給化,累 進的退職金制度にみ られるのは,処 遇制度の生活保障

主義化 と呼ぶにふさわしい。 これ らの事柄は,日 本や米国では労働協約 によっ

て達成されることが多いが,韓国では直接立法によって追求されるようになった。

国会審議中の最大の争点は法と現実の乖離問題であった。特 に最大の雇用主
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である政府 自身が予算の制約によって公務員の処遇 をこの法 とお りで きないと

いう問題が持ち上がり,法 案審議は延期 を余儀なくされた。最後の段階で罰則

規定がゆるめられたのも,議 員達が法の実効性に自信がなかったからである。

それは,大 企業の実態 を念頭に置いて起草 された法案の限界でもあった。

こうした現実論に対応 して,立 法の立役者,金 用雨議員は自前の理想論を展

開した。 どうせ作るなら理想的ものをつ くるべ しと。また大韓労総系の林基奉

議員案の立法趣 旨文には,勤 労基準法の目的達成は,労 働組合法の制定によっ

て労働運動を育成することによってはじめて達成されるとした。何れも法律論

としてはちぐは ぐであるが,現 実には一理がある。勤労基準法が公布 されると,

労働組合からは勤労基準法の内容 を実現 しようとする動きが現れる。例えば国

鉄労組 は,同 法と同 じ内容の退職金制度を約束する労働協約を勝ち取る。要す

るに,労 働組合のある大企業が先に走 り出したのである。同法は主に公企業で

あった大企業の実態を投影 して作 られ,今 度は逆にそうした企業の実態に影響

を及ぼしたのである。勤労基準法は最低基準 として底辺層の底上げに貢献 した

というより,中 心部一帯 に形成されたス タンダー ドであ り,到 達すべき目標で

あった。25)

25)こ の論文は,日 本学術振興会の科学研究費補助金(2000～2001年 度)

された研究成果の一部である。

をうけてな
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